
◆目標管理者

R３
主な事業

②地域の支
え合い推進
プロジェクト

分野：健康
施策：市民の健康づくり支援

【取組】
　「草津市健幸都市基本計画」の各事業について、「草津市健幸都市づくり推
進委員会」で進捗管理を行うとともに、市の総合政策として部局横断的な取組
を進めます。（事業費　3,238千円）
　①くさつ健幸ステーションの拡大検討
　②草津川跡地公園での健幸イベントの開催（令和3年9月予定）
　③「健幸都市くさつ」の広報・啓発
　④健幸都市賛同事業所の拡大
　⑤産学公民が連携した健幸関連事業の実施
　⑥庁内横断的な健幸都市づくり推進チームの活動
　⑦第2期草津市健幸都市基本計画の策定（令和3～4年度）
　※草津市健幸都市づくり推進本部会議関連事項

【成果目標】
・草津市健幸都市宣言賛同事業所数の増加　20事業所（令和2年度実績：14事
業所　累計214事業所）
・健幸フェアにおけるブース出店　20事業所以上

①

《令和３年度　健康福祉部　組織目標》　

部長　　　増田　高志

◆部局の役割・目標像 ◆職員数および当初予算規模

当初予算規模（千円）

正規 再任用
会計
年度

合計

職員数（人）

歳出
（職員費を除く）

特定財源 一般財源

　健康・医療・保険・福祉の充実を図り、「健幸で安心して暮らせるまちづくり」を進めます。

◆“住む人も、訪れる人も、「健幸」になれるまち”を目指し、健幸都市づくりを進めます。
　・健幸都市づくりの推進に向けて市の総合政策として、部局横断的取組や産学公民等との連携を進めます。
◆地域共生社会の実現に向けて、「地域力」のあるまちづくりを進めます。
　・地域福祉の担い手の育成とそのネットワークの充実を図るとともに、地域における支え合いを推進し「地域力」を生かした福祉のまちづくりを
進めます。
◆生活安定への支援と暮らしの安心の確保に取り組みます。
　・経済的な困窮や複合的な課題を抱える人々等、市民の生活安定の危機に対して、適切な制度運用と生活安定・自立への支援を図ります。
◆障害のある人もない人も、共に生きる社会づくりを進めます。
　・障害のある人やない人、あるいは異なる障害のある人等の相互理解を深めながら、必要な生活支援を行うとともに、社会参加と自己実現の
多様なニーズへの対応を図ります。
◆”誰もが健康で長生きできるまち草津”を目指し、市民の健康づくりを進めます。
　・体と心の健康づくりや感染症予防への関心を高めるとともに、周囲の人の心身の不調に気づく重要性を周知し、市民の健康づくりを進め、健
康寿命の延伸を図ります。
◆医療保険制度の適正運用に努めます。
　・国民健康保険制度等について、市民（被保険者）が安心して利用できるよう適正な制度運用に努めます。また、特定健康診査など、被保険者
の健康増進を図るための取組を進めます。
◆いきいきとした高齢社会の実現に向けた取組と、あんしんできる高齢期の生活への支援を進めます。
　・いきいきとした高齢社会の実現のため、健康寿命の延伸に向け、高齢期の健康づくりや介護予防、社会参加を促進する取組を進めます。
　・高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けられるよう、地域包括ケアシステムを推進し、介護サービスの充実や医療と介護の連携
推進、地域での支え合いの体制づくり、認知症施策への取組を進めます。

所属

合計 102 6 85 33,545,380

10,564,595

- -

健康福祉政策課 5 1 2 8 112,706 17,960 94,746

経営層（部長、副部長） 4 0 0 4 -

26,907 13,506

生活支援課 13 0 7 20 1,891,891 1,439,740 452,151

人とくらしのサポートセンター 3 1 3 7 40,413

1,933,648 883,297

健康増進課 8 0 10 18 670,130 66,498 603,632

障害福祉課 12 0 10 22 2,816,945

668,861 0

地域保健課 9 1 1 11 216,899 216,177 722

新型コロナウイルスワクチン対策室 8 1 0 9 668,861

26 38 10,315,239 8,678,827 1,636,412

長寿いきがい課 13 0 5 18 603,871 416,711

様式２

187,160

介護保険課 10 2

1

＜健幸＞
　将来的な高齢化・人口減少を見据え、誰もが生きがいをもち、健や
かで幸せになれる「健幸都市くさつ」を目指し、草津市健幸都市基本
計画に基づき、まちづくりの中核に「健幸」を位置づけ、「まち」「ひと」
「しごと」の3つを柱として、個人の健康づくりにとどまらず、都市計画・
建築、まちづくり、産業などの幅広い分野において、産学公民連携を
進め、市の総合政策として、健幸都市づくりを推進する必要がありま
す。

①

　健幸都市くさつの実現に向け、行政や市民、地域、大学、企業、団体な
どあらゆる主体と連携し、健幸都市づくりの取組を総合的に実施していき
ます。
　また、より一層、健幸都市づくりを推進するための第2期草津市健幸都市
基本計画を令和3年度から2か年かけて策定します。

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標 総合計画上の位置づけ

5,643,830

9,515,45624,029,924

保険年金課 17 0 21 38 16,208,425

193
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R３
主な事業

③

【取組】
　福祉の総合相談窓口「人とくらしのサポートセンター」において、生活困窮や
多様で複合的な悩みの相談に対応するとともに、支援関係機関との連携を密
にし、生活困窮者自立支援事業を効果的に活用することで支援の充実を図り
ます。また、ひきこもりや生きづらさを感じている人への相談・支援を行い、ニー
ズに応じた支援制度へとつないでいきます。
　　　（生活困窮者自立支援事業費：34,375千円
　　　　　　　　（内、住居確保給付金：17,994千円））

【成果目標】
・「人とくらしのサポートセンター」による相談支援
　　　　540件以上（令和2年度実績1,079件）（実件数）
・ひきこもり（ニートを含む）の相談件数
　　　 　42件以上（令和2年度実績42件）（実件数）
・ひきこもり者（ニートを含む）への訪問相談回数
　　　　 20件以上（令和2年度実績20件）（延べ件数）

分野：地域福祉
施策：セーフティネットの充実

⑥新型コロ
ナウイルス
感染症対策
関連予算

②

【取組】
　地域福祉活動の中心的な役割を担う市社会福祉協議会を支援し、各種地域
福祉関連事業を推進するとともに、担い手の育成を支援します。
・福祉活動推進員育成事業（福祉教養大学・大学院の開催）
・ボランティア活動支援事業（ボランティア団体への支援、ボランティアの連携
強化、活動の活性化支援等）

【成果目標】
・地域福祉活動の担い手の育成（福祉教養大学のアンケートにおいて、今後の
活動につながると回答した卒業生の割合　70%）
・ボランティアセンター登録者数　6,500人（令和2年  6,030人）

分野:地域福祉
施策:地域福祉の担い手の
育成と活躍の促進、地域福
祉を支えるネットワークづくり

④

＜地域福祉＞
・少子高齢化や小世帯化、身近な地域社会の変化などにより、地域
の中での社会的なつながりが希薄化し、地域コミュニティの持つ「地
域力」が低下しています。住み慣れた地域で誰もが安心して暮らすこ
とができるよう、第4期草津市地域福祉計画に基づき、、「助け合い・
支えあい」を未来につなげるまち　～いつまでも健幸で地域力のある
まち草津を目指して～」を理念として、地域共生社会の実現に向けて
取り組んでいく必要があります。
・昨今の新型コロナウイルス感染症の感染拡大による社会情勢の影
響や生活上の課題の複合化等によって、市民の間に生活の安定を
確保することが困難な状況が生じています。
・課題を抱える人・世帯の把握に努め、生活保護制度、生活困窮者
自立支援事業、就労支援等により総合的に支援する必要がありま
す。

・「地域共生社会の実現」に向け、住民が世代を超えてつながり、地域の
中で活動する人を広げ、地域福祉活動の充実を図ります。
・福祉の総合相談窓口「人とくらしのサポートセンター」において、生活困
窮者、複合的な生活課題を抱える人、ひきこもりや生きづらさを感じている
人・世帯の早期発見に努め、様々な福祉課題に対して、総合的な相談・支
援を行います。
・健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立生活の確立
に向けた援助を行います。

②2

分野：地域福祉
施策：セーフティネットの充実

【取組】
　生活に困窮する方に対して、困窮の程度に応じ、生活保護を適切に適用しま
す。（生活保護事業費：1,859,278千円）

【成果目標】
・生活に困窮する方に対して、生活の安定を保障するとともに、就労支援など
の自立支援を行います。
・就労による生活保護廃止（自立）を全廃止件数（世帯数）中の20%（令和2年度
実績17.5%）とします。

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標 総合計画上の位置づけ
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分野：障害福祉
施策：障害と障害のある人へ
の理解促進と尊厳の保持

分野：障害福祉
施策：障害と障害のある人へ
の理解促進と尊厳の保持

3

＜障害福祉＞
　平成31年4月から「滋賀県障害者差別のない共生社会づくり条例」
が施行されたことから、障害のある人の暮らしを支えるサービスのさ
らなる充実を図るとともに、「障害」と「障害のある人」への理解の促
進と尊厳の保持に努め、社会のあらゆるバリアを無くし、福祉のまち
づくりのさらなる推進に取り組む必要があります。

③

・「障害のある人もない人も、誰もがいきいきと輝けるまち」の実現のため、
「障害」と「障害のある人」への理解促進の啓発を行うとともに、障害のあ
る人が安心して暮らすことができるための総合的な障害者施策を実施しま
す。
・障害福祉サービスの担い手となる、障害福祉施設・サービス事業所等の
社会資源拡充のための取組を進めます。

⑤

【取組】
・街頭啓発や職員研修、および広報等により障害者理解促進のための啓発を
行います。
・障害者対応可能ステッカーの導入に向けて、関係機関との調整を図りながら
制度設計等を進め、障害者の社会参加を促進します。
・第2次草津市障害者計画および第6期草津市障害福祉計画・第2期草津市障
害児福祉計画を着実に推進します。

【成果目標】
　理解促進啓発事業　3回実施

⑥

【取組】
　第3期目の草津市立障害者福祉センター指定管理業務が、令和3年度で期間
満了となることから、第4期目における指定管理業務の実施に向けて、管理業
務内容等の見直しを行います。

【成果目標】
　令和4年3月に基本協定、同年4月に年度協定を締結します。

4

＜健康＞
・高齢化の進展や生活習慣病の増加等を背景に、健康上の問題で
日常生活が制限されることなく生活できる期間（健康寿命）の延伸が
必要となっています。
・健康くさつ21（第2次）に基づき、「誰もが健康で長生きできるまち草
津」を目指し、市民一人ひとりが健康づくりに関心を持ち、自らが健康
づくりに取り組むことが重要です。
・第3次草津市食育推進計画に基づき、「ココロ豊かにカラダ元気に
食で進む笑顔があふれるまち草津」を目指し、産学官民が連携して
食を通じた健康づくりに取り組む必要があります。
・高齢社会を背景にがんは死亡原因の第一位になっています。がん
は早期発見・早期治療が可能となってきていることから、がん検診が
極めて重要ですが、新型コロナウイルス感染症の影響によりがん検
診受診者数が前年度と比べ減少しています。また、がんになっても安
心して暮らし続けられるよう、がん患者の治療と就労の両立、生活の
質の向上に向けた取り組みが必要です。
・新型コロナウイルス感染症の蔓延による経済悪化や生活環境の変
化等の影響を受け、心身の不調をきたす人が増えることが懸念され
ており、心身の健康づくりの取り組みを強化する必要があります。

④

・乳幼児期から高齢期までのライフステージに応じた健康増進の取組を推
進します。
・市民一人ひとりが、食に関して知識・関心を深め、自ら健全な食生活を実
践できるよう様々な主体と連携して取組を推進します。
・かけがえのない”いのち”を大切にする社会の実現を目指し、市民、行
政、関係機関、関係団体等が連携を図りつつ、総合的な自殺対策を推進
します。
・地域特性を踏まえた地域の主体的な健康づくりを推進します。

⑤

・新型コロナウイルス感染症対策により、安心してがん検診を受診してい
ただける体制を整え、がんの早期発見・早期治療をすることでがんによる
死亡者を減らします。
・がんの治療に伴う外見の悩みや経済的負担の軽減を図ります。

⑨

【取組】
・女性特有のがん検診について、受診率の向上を図るため、クーポン券の配布
と個別勧奨を行います。
・がんに対する正しい知識の普及啓発に努めます。
・アピアランスケアのための費用の一部を助成し、心理的、経済的負担の軽減
を図ります。

【成果目標】
　がん検診受診者数の向上（個別・集団）
　子宮頸がん 　4,216人（令和2年度実績　2,308人）
　乳がん　　     2,589人（令和2年度実績　1,361人）
　アピアランスケア申請者数　40人（令和2年度実績　29人）

分野：健康
施策：疾病予防対策の強化

⑧

【取組】
　各学区の健康データをもとに、地域の特性や健康課題について各まちづくり
協議会と共有を図り、特定健診の受診率向上や生活習慣病の発症予防に向
けた地域の主体的な健康づくりを推進します。

【成果目標】
　地域の特性に応じた健康づくりを進めることができた学区数　14学区（令和2
年度実績　8学区）

【取組】
・働き盛り世代をターゲットにした「草津運動チャレンジ」等を実施し、健康づくり
や生活習慣病予防に関する市民への啓発を行います。
・健康推進アプリ「BIWA-TEKU」等を通して市民の健康への関心を高める取組
を進めるため、健康推進員と協同し積極的にPRします。
・飲食店等と連携した食育の推進や大型商業施設における食育の日の啓発、
草津市クックパッド公式キッチン「草津・たび丸Kitchen」の活用等、健康推進員
や滋賀県栄養士会等の様々な主体と連携して市民の食を通じた健康づくりに
取り組みます。
・市民一人ひとりが心身の健康づくりへの関心を高め、心身の不調に気づき行
動できるよう、ゲートキーパーの養成に取り組むとともに、相談支援のネット
ワークを構築します。

【成果目標】
　BIWA-TEKUダウンロード人数　3,300人
　   （令和2年度末時点　2,764人）
  草津市クックパッド公式キッチン「草津・たび丸Kitchen」　アクセス数100,000
　   （令和2年度アクセス数　90,760）
　市民対象ゲートキーパー研修のアンケートで「気づいて行動に移すことがで
きる」と回答した人数　50人以上
      （令和2年度実績　51人）
　ゲートキーパーステップアップ研修の新規受講者数　50人以上
      （令和2年度実績　92人）

⑦
分野：健康
施策：市民の健康づくり支援

分野：健康
施策：市民の健康づくり支援

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標 総合計画上の位置づけ
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重点施策

【取組】
　高齢者の増加やニーズの多様化に対応し、コロナ禍での感染防止策を講じ
たうえで適切な相談支援を継続できるよう、各地域包括支援センターにタブレッ
ト端末を導入するなど、業務の効率化を図りながら地域包括支援センターを運
営します。

【成果目標】
　地域包括支援センターの相談件数　　20,000件（令和2年度実績　19,421件）

⑭

⑮

⑩
　地域における支え合いの体制構築に向け、行政、地域住民、市社会福
祉協議会、地域包括支援センターやその他関係する団体との協働により
地域づくりを推進します。

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標 総合計画上の位置づけ
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＜保険＞
・高齢化の進展や医療の高度化に加え、保険料の負担能力が低い
方々の加入割合が高いなど、国民健康保険制度の運営は厳しい状
況です。
・保険財政の適正運営と被保険者負担の上昇の抑制を図るため、健
康の保持・増進と医療費の適正化に努める必要があります。
・草津市国民健康保険保健事業推進計画のデータ分析結果では、
糖尿病を含む生活習慣病患者の医療費の適正化や、生活習慣病の
重症化予防などが健康課題となっており、疾病の早期発見や予防を
図るため特定健康診査および特定保健指導の実施率向上を図る必
要があります。

⑥
　健康の保持・増進と医療費の適正化に向けて生活習慣病の早期発見や
予防を図るため、特定健康診査の受診率の向上等に向けた取組を行いま
す。

⑩

【取組】
・特定健康診査の未受診者に対して、過去の受診履歴や傾向を分析し、受診
勧奨通知等の受診率向上対策を行います。また、特定健康診査の受診機会
の拡充のため、被用者保険との連携による集団健診を実施します。
・特定保健指導の対象者に対して、土日にも個別勧奨および保健指導を実施
します。またコロナ禍でも安心して受けてもらえるようオンライン面談を希望者
には行います。
・糖尿病治療中断者を訪問し、治療状況を聞き取りのうえ受診勧奨を行いま
す。

【成果目標】
・特定健康診査実施率達成目標　50%

分野：健康
施策：国民健康保険制度の
運用

分野：長寿・介護
施策：地域包括ケアシステム
の深化・推進

⑦
　介護と医療の両方を必要とする高齢者の在宅生活を支えるため、地域
における医療・介護の多職種による切れ目のない支援体制の構築を図る
とともに、コロナ禍においても、連携体制が確保されるよう努めます。

⑪

　介護が必要になっても住み慣れた地域で生活が維持できるよう、また、
介護者の負担減に向け介護保険サービスや各種支援制度を展開・充実
するため、草津あんしんいきいきプラン第8期計画（草津市高齢者福祉計
画・草津市介護保険事業計画）に基づく施策を推進します。

⑯

【取組】
　草津あんしんいきいきプラン第8期計画に基づき、介護サービスの適切な確
保を図るとともに、不適切な給付を削減し、介護保険制度の信頼感を高めま
す。

【成果目標】
　介護給付適正化主要5事業の継続実施
　　・認定調査状況チェック
　　・ケアプランの点検
　　・住宅改修等の点検
　　・医療情報との突合、縦覧点検
　　・介護給付費通知

分野：長寿・介護
施策：介護サービスの充実
施策：介護保険制度の適正
運用

⑨

　コロナ禍であっても、感染予防対策を図りつつ　健康寿命の延伸を目指
し、高齢者が自ら有する能力を生かして社会参加を通じた介護予防や、疾
病予防・重度化防止などの健康づくりに取り組むことができるよう、保健事
業と介護予防事業の一体的な取組を進めます。
　また、地域サロンやいきいき百歳体操などの住民主体による活動の展
開・充実を図るとともに、個々の状態に合わせた適切な介護予防サービス
の利用促進に向けリハビリテーション専門職の派遣事業などを行い、住み
慣れた地域で安心して暮らし続けることができるまちづくりを推進します。

⑬

【取組】
　コロナ禍に伴う、高齢者の外出機会の減少により、生活機能の低下やフレイ
ル状態が進むことを防止するため、感染予防対策を図りつつ、身近な地域で社
会参加・つながりを通じた介護予防活動ができるよう、地域サロンやいきいき
百歳体操等の開催を支援します。
　また、こうした地域活動に専門職が関わり、フレイル予防に取り組む機会を確
保します。

【成果目標】
・フレイル予防連続教室の開催　2ヶ所　（令和2年度実績　2ヵ所）
・地域サロン等への専門職の派遣　25回　（令和2年度実績　25回）

分野：長寿・介護
施策：高齢者の健康づくり・
介護予防の推進

＜長寿・いきがい＞
・高齢化の進展に伴い、医療と介護の両方を必要とされる高齢者が
増える中、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができる
よう、ニーズに合った医療と介護のサービスが切れ目なく一体的に提
供されるための医療・介護の連携体制の充実が求められています。
・認知症の人の数は年々増加し、団塊の世代が75歳以上となる2025
年には高齢者の約5人に1人が認知症と見込まれています。認知症
は、多くの人にとって身近なものとなっており、認知症があっても安心
して生活できるまちづくりが求められています。
・コロナ禍に伴う外出自粛で高齢者の外出機会が減少し、「動かない
こと」による健康への悪影響が心配されています。
・高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を送ることができるよ
う、地域において高齢者の生活を支える医療・介護・予防・住まいが
一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の深化・推進を図って
いく必要があります。
・介護を必要とする高齢者が増加する中、介護者の負担軽減に向け
た各種公的サービス等の充実や、在宅生活の継続が困難になった
方を支えるサービスの充実が求められています。
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②地域の支
え合い推進
プロジェクト

⑥新型コロ
ナウイルス
感染症対策
関連予算

②地域の支
え合い推進
プロジェクト

⑥新型コロ
ナウイルス
感染症対策
関連予算

⑧

　草津市認知症があっても安心なまちづくり条例および草津市認知症施策
アクション・プラン（第3期計画）に基づき、「認知症の正しい知識と理解を
深めるための普及・啓発の推進」、「認知症の人を含む誰もが安心して暮
らせる地域づくりの推進」に重点をおき各種施策の取組を進めます。

⑫

【取組】
　条例施行を契機として、認知症への理解をより深めていただくためのシンポ
ジウムを開催します。また、認知症の人とその家族が安心して外出し、地域で
暮らし続けることができるよう、認知症高齢者等個人賠償責任保険事業に取り
組みます。

【成果目標】
・認知症シンポジウムの開催
・認知症高齢者等個人賠償責任保険事業登録者数　214人（令和2年度実績：
192件）

分野：長寿・介護
施策：認知症施策の推進

②地域の支
え合い推進
プロジェクト

⑪

【取組】
　草津市在宅医療介護連携センターの運営を行うとともに、コロナ禍において
も、在宅医療と介護の連携体制を確保するため、Web会議開催にかかる体制
整備を行い、各種会議や研修を実施します。
　
【成果目標】
・多職種連携推進会議の開催　3回
・多職種連携交流会の開催　6回
・くさつ在宅医療ネット会議の開催　6回

分野：長寿・介護
施策：地域包括ケアシステム
の深化・推進

【取組】
　地域の関係者や専門職による地域ケア個別会議や地域ケア推進会議を通し
て、個別事例から地域課題を抽出し、課題解決を図るための地域づくりや政策
形成につながる仕組みづくりを行います。

【成果目標】
　地域ケア会議における検討事例数　120事例（令和元年度　118事例　令和2
年度　140事例）
　（草津あんしんいきいきプラン第8期計画 令和5年までの目標　累計400事例）

分野：長寿・介護
施策：地域包括ケアシステム
の深化・推進

健康福祉部～4～



Ｒ３
重点施策

⑥新型コロ
ナウイルス
感染症対策
関連予算
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＜ワクチン＞
　新型コロナウイルスワクチンについては、国主導のもと、住民への
円滑な接種を実施するため、必要な体制確保が市町等に求められて
います。

⑫
　新型コロナウイルス感染症の発症を予防し、死亡者や重症者の発生を
できる限り減らし、結果として新型コロナウイルス感染症のまん延の防止
を目指します。

⑰

【取組】
　当該事業は多くの対象者を短期間に接種する必要があるため、医療従事者
や関係機関の協力を得ながら、市が実施する集団接種と各医療機関による個
別接種を併用し、市民の皆様が安心安全に接種いただける接種・運営体制の
構築を図ります。

【成果目標】
　接種率80%（総人口135,850人のうち108,680人）の達成

分野：健康
施策：疾病予防対策の強化

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標 総合計画上の位置づけ

健康福祉部～5～


